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2010 年11 月15 日に発表された7～9 月期の実質GDP 成長率は前期比0.9％（年

率 3.9％）増と 4 期連続のプラスとなったものの、政府は「景気はこのところ足踏み

状態となっているほか、失業率が高水準であり厳しい状況」と認識し、総額約 5 兆

円規模の 2010 年度補正予算を成立させた。また、内需が脆弱ななかで、国内景気の

回復力は弱い状態が続いている。 
そこで、2010 年の景気動向および 2011 年の景気見通しに対する企業の意識につ

いて調査を実施した。調査期間は 2010 年 11 月 17 日～30 日。調査対象は全国 2 万

2,939 社で、有効回答企業数は 1 万 948 社（回答率 47.7％）。なお、景気見通しに対

する調査は2006 年11 月、2007 年11 月、2008 年11 月、2009 年11 月に続き5 回

目。 
調査結果のポイント 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2010 年、「踊り場」局面だったと判断する企業が 45.5％、「悪化」は 37.6％ 

2010年の景気動向について尋ねたところ、「踊り場」局面であったと回答した企業

は1万948社中4,985社、構成比45.5％となり、2009年の景気動向（2009年11月

調査）より 11.5 ポイント増加した。一方、「悪化」局面とした企業は同 37.6％
（4,117 社）となり、2009 年より 13.5 ポイント減少した。リーマン・ショック直後

で先行きがまったく見えなかった2008年（2008年11月調査）と比べると48.3ポ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2011 年の景気見通しに対する企業の意識調査
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2011年の景気見通し、「回復」を見込む企業は1割弱にとどまる

～ 過半数が「円高」を懸念し「政策支援終了」も2割超、求める政策は「法人向け減税」が4割超に ～ 

● 2010年、「踊り場」局面だったと判断する企業が45.5％、「悪化」は37.6％ 

企業の 45.5％が 2010 年の景気動向が「踊り場」局面だったと判断。「悪

化」局面は37.6％で1年前より13.5ポイント減少。 
● 2011年の景気見通し、「回復」は1割弱、「悪化」「踊り場」が3割超 

2011 年の景気見通し、「悪化」局面と「踊り場」局面を予想する企業がとも

に 3 社に 1 社で拮抗。「悪化」は、2010 年と比べて全規模、10 業界中 8 業

界、10地域中8地域で減少。「回復」は1割弱にとどまる。 
● 2011年景気への懸念材料、53.3％が「円高」と回答 

半数超の企業が円高、3 割超が雇用環境の悪化を懸念。デフレや所得は 1 年

前より弱まるが、政治の不安定さや中国経済に懸念を抱く企業が増加。 
● 景気回復のために必要な政策、「法人向け減税」が44.4％で最多 

企業の4割超で法人向け減税が景気回復に必要とし、1 年前の7位からトッ

プに上昇。閉塞する現状を打破するビジネスチャンスを捉えようとする企業

の意思は一段と強まる。企業の競争条件を改善していくことが肝要。

2010年の景気動向および2011年の景気見通し 

9.2％
（1,010社）

3.9％
（432社）

1.6％（166社）

0.1％（14社）

5.2％
（523社）

13.2％
（1,323社）

14.5％
（1,450社）

4.4％
（446社）

2.0％
（214社）

8.6％
（909社）

34.5％
（3,777社）

45.5％
（4,985社）

14.2％
（1,510社）

8.3％
（875社）

28.2％
（2,858社）

53.5％
（5,347社）

39.8％
（3,982社）

47.3％
（4,795社）

34.0％
（3,577社）

34.7％
（3,652社）

33.9％
（3,708社）

37.6％
（4,117社）

70.5％
（7,472社）

85.9％
（9,103社）

43.1％
（4,367社）

11.9％
（1,187社）

17.4％
（1,743社）

31.8％
（3,221社）

51.1％
（5,375社）

35.4％
（3,724社）

22.4％
（2,453社）

12.9％
（1,414社）

13.7％
（1,454社）

5.8％
（610社）

23.5％
（2,383社）

20.2％
（2,019社）

29.5％
（2,955社）

16.5％
（1,669社）

12.9％
（1,355社）

21.3％
（2,236社）

2006年の景気動向
（2006年11月調査）

回復局面 踊り場局面 悪化局面

2007年の景気動向
（2007年11月調査）

2008年の景気動向
（2008年11月調査）

分からない

2007年の景気見通し
（2006年11月調査）

2009年の景気見通し
（2008年11月調査）

2008年の景気見通し
（2007年11月調査）

2009年の景気動向
（2009年11月調査）

2010年の景気見通し
（2009年11月調査）

2010年の景気動向
（2010年11月調査）

2011年の景気見通し
（2010年11月調査）

注1：2006年の景気動向および2007年の景気見通しの母数は、ともに有効回答企業1万3社（2006年11月調査より）
注2：2007年の景気動向および2008年の景気見通しの母数は、ともに有効回答企業1万131社（2007年11月調査より）
注3：2008年の景気動向および2009年の景気見通しの母数は、ともに有効回答企業1万602社（2008年11月調査より）
注4：2009年の景気動向および2010年の景気見通しの母数は、ともに有効回答企業1万521社（2009年11月調査より）
注5：2010年の景気動向および2011年の景気見通しの母数は、ともに有効回答企業1万948社
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イント減少しており、景気を「悪化」局面とする悲観的見方は 2 年間で大幅に縮小

した。しかし、「回復」局面とした企業は同3.9％（432社）にとどまった。 
企業からは、「景気の底はついたものの、全体をけん引するものがなく、底で安定

している形になってしまっている」（運輸・倉庫、東京都）や「9 月までは補助と猛

暑に支えられて見せかけの回復がみられたが、先食いしただけで本質的にはなんら持

ち直しが感じられない」（塗料卸売、大阪府）といった、2009年との比較で相対的に

底を打ったと見えるものの、政策による前倒しの仮需要であったと捉えている企業は

多い。また、「一部の良いところと大半の悪いところに二極分化している」（飲食料品

卸売、福岡県）など、多くの企業で景気底入れの実感が乏しい年であった様子がうか

がえる。 
2010 年景気について、企業の間では「踊り場」局面にあったとの判断が 45.5％を

占めているものの、「悪化」局面とした企業も 4 割近くに達した。2009 年と比べる

とやや改善したが、依然として「回復」局面とする企業は非常に少ない。 
 

2011 年の景気見通し、「回復」は 1 割弱にとどまり、「悪化」「踊り場」が 3 割超 

2011 年の景気見通しは「悪化」局面を見込む企業が同 33.9％（3,708 社）となり、

2010 年の景気動向から 3.7 ポイント減少している。また、2011 年の景気を「踊り

場」局面と予想する企業は 2010 年より 11.0 ポイント低い同 34.5％（3,777 社）、

「回復」局面は5.3ポイント高い同9.2％（1,010社）となった。 
2011 年の景気見通しを規模別でみると「回復」の割合は『大企業』（同 9.4％、

244 社）と『中小企業』（同 9.2％、766 社）で大きな差がみられない一方、「悪化」

の割合は『大企業』（同 29.4％、766 社）よりも『中小企業』（同 35.3％、2,942
社）が 5.9 ポイント高かった（4 ページ参考表②参照）。特に、『小規模企業』は同

40.4％（953 社）と 4 割を超えており、規模の小さい企業ほど 2011 年も厳しい経済

状態が続くとみている。また、業界別でみると、「悪化」は『建設』（同 43.2％、649
社）が 4 割を超えて高くなっている一方、『不動産』や『金融』『農・林・水産』な

ど 10 業界中 6 業界で「踊り場」が「悪化」を上回った。地域別では、『北海道』（同

41.0％、234社）と『北関東』（同40.0％、279社）で「悪化」が4割台となった。 
具体的には、「好材料と悪材料が混在し、外需次第の状況が続く」（不動産、福岡

県）といった声のほか、「これ以上の円高が進めば、外国への工場移転が加速する」

（養鶏、徳島県）や「企業の活性化が重要であり、法人税やその他税制を含めた”後

押し”が必要」（ガソリンスタンド、静岡県）などの意見も多く聞かれた。さらに、

「法人税減税を実施し、環太平洋戦略的経済連携協定（TPP）参加を明確にすれば景

気回復につながる」（建設、千葉県）とあるように、円高対策、減税、規制緩和など

を確実に実行し、海外市場への進出に不利にならない体制を求める企業は多い。 
2011 年の景気見通しは、「悪化」局面と予想する企業と「踊り場」局面と予想する

企業がともに 3 社に 1 社で拮抗している。また、2011 年の景気が「悪化」すると予

想する企業は、2010 年と比べて全規模、10 業界中 8 業界、10 地域中 8 地域で減少

した（4 ページ参考表①、②参照）。海外の経済情勢に国内景気が左右される展開が

続くなかで、企業の見方は「踊り場」と「悪化」が 3 割を超す一方、「回復」を見込

む企業は1割弱にとどまった。 
 

2011 年景気への懸念材料、53.3％が「円高」と回答 

2011 年の景気に悪影響を及ぼす懸念材料を尋ねたところ、「為替（円高）」が 1 万

948社中5,840社、構成比53.3％（3つまでの複数回答、以下同）と半数を超え、突

出して多かった。さらに、「雇用（悪化）」が同 32.9％（3,599 社）となり、企業の 3
割以上が雇用環境の悪化に懸念を抱いていた。前回調査（2009 年 11 月）で 2010 年

景気の懸念材料として 42.5％の企業が挙げていた「物価下落（デフレ）」は同 26.4％
（2,886 社）へと 16.1 ポイント減少、「所得（減少）」も前回調査の 36.6％から

22.8％（2,491 社）に減少しており、デフレや所得に対する懸念は 1 年前の時点より

弱まっている。一方で、「政局」（同 22.8％、2,492 社）は 15.8％から 7.0 ポイント

増、「中国経済」（同 21.6％、2,360 社）も 10.3％から 11.3 ポイント増加しており、

政治の不安定さや中国の経済動向に懸念を抱く企業は多くなっている。 
企業からは、「円高の影響は避けられない」（飲食料品卸売、秋田県）や「雇用を

増やそうと思えば産業の活性化しかない」（建設、大阪府）など、円高による輸出産

業へのダメージや雇用環境を懸念する声が多く挙がった。また、「可処分所得の減少

による消費意欲の低迷」（ソフト受託開発、北海道）や「景気、経済への影響として

社会保障や医療など、生活基盤の改善・進展がないことが大きい」（建設用金属製品

製造、東京都）といった、所得の増加や社会保障などを通じた暮らし向きの向上を指

摘する意見もあった。 
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景気回復のために必要な政策、「法人向け減税」が 44.4％で 多 

 今後、景気が回復するためにどのような政策が必要だと思うか尋ねたところ、「法

人向け減税」が 1 万 948 社中 4,859 社、構成比 44.4％（複数回答、以下同）で 多

となった。4 割超の企業は法人向けの減税が今後の景気回復に必要と考えており、前

回調査（2009年11月）の31.2％（7位）から大きく上昇した。 

また、「雇用対策」（同 41.9％、4,589 社）や「所得の増加」（同 28.5％、3,115 社）、

「物価（デフレ）対策」（同 27.2％、2,975 社）などは上位に挙がったものの、前回

調査から減少した。一方、「規制緩和」（同 21.8％、2,384 社）は前回調査の 16.3％
から 5.5 ポイント増加した。企業は、雇用改善や所得増加などに対して、これまでの

直接的に対応する個別政策から、減税による企業競争力の強化を通じて総合的に解決

を求める姿勢に変化した可能性がある。 

具体的には、「政府は法人税減税等の施策を進め、雇用や所得増額を促すべき」

（広告代理、広島県）や「規制を緩和してもっと自由に商売ができるようにして欲し

い」（金物卸売、大阪府）といった、企業負担の軽減や自由な経済活動を通じた企業

競争力に対する後押しを求める声が多く挙がった。ただ、「政府の国家運営の明確な

ビジョンが何よりも大事」（建設、埼玉県）など、政府としてのビジョンを示すべき

という意見は非常に多い。 
企業は、低迷が続く日本経済において今後の景気に対してさまざまな懸念を抱え

ているなかでも、「市場は新しいビジネスモデルを待っていると思う」（建設、栃木

県）といった、閉塞する現状を打破するビジネスチャンスを捉えようとする意思は強

まっている。そのため、企業が景気回復の兆しを掴みとるためにも、雇用・デフレ対

策などにより国内需要の強化を図るとともに、税制や規制のあり方などを通じてグロ

ーバル競争に直面する企業の競争条件を改善していくことが肝要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2011年に悪影響を及ぼす懸念材料（複数回答、3つまで） 

15.5％（1,695社）

17.6％（1,929社）

21.3％（2,337社）

21.6％（2,360社）

21.8％（2,388社）

22.8％（2,491社）

22.8％（2,492社）

26.4％（2,886社）

32.9％（3,599社）

53.3％（5,840社）

22.9％

19.6％

40.0％

39.6％

42.5％

15.8％

36.6％

21.0％

10.3％

0 10 20 30 40 50 60 70

為替（円高）

雇用（悪化）

物価下落（デフレ）

政局

所得（減少）

原油・素材価格

中国経済

政策支援の終了

アメリカ経済

株価（下落）

注1：以下、「税制（増税）」（10.2％、1,119社）、「金融市場の混乱」（5.3％、577社）、「金利
　　　（上昇）」（4.0％、436社）、「規制強化の流れ」（3.1％、343社）、「地政学リスク」（1.8％、194
　　　社）、「その他」（1.5％、161社）、「分からない」（1.4％、150社）、「特になし」（0.4％、39社）
注2：「政策支援の終了」は、2009年11月調査では項目なし
注3：母数は、有効回答企業1万948社

（％）

2010年の懸念材料
（2009年11月調査）

2011年の懸念材料

今後の景気回復に必要な政策（複数回答） 
44.4％（4,859社）

41.9％（4,589社）

33.4％（3,653社）

28.5％（3,115社）

27.2％（2,975社）

25.7％（2,818社）

22.4％（2,455社）

22.0％（2,404社）

21.8％（2,384社）

20.1％（2,203社）

31.3％

33.1％

34.7％

33.8％

32.5％

47.7％

31.2％

20.4％

16.3％

22.7％

0 10 20 30 40 50 60

法人向け減税

雇用対策

公共事業費の増額

所得の増加

物価（デフレ）対策

個人消費拡大策
の継続

個人向け減税

財政再建

規制緩和

年金問題の解決
（将来不安の解消）

注1：以下、「金融緩和政策」（11.9％、1,301社）、「環境関連の優遇策」（9.8％、1,072社）、
　　　「研究開発の促進税制」（8.8％、958社）、「地方への税源移譲」（8.5％、933社）、「道州制
　　　の導入」（4.4％、484社）、「個人向け手当の創設」（3.0％、327社）、「郵政民営化の工程の
　　　見直し」（1.2％、129社）、「その他」（5.1％、554社）、「分からない」（2.6％、286社）
注2：母数は、有効回答企業1万948社

（％）

2009年11月調査

2010年11月調査
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【参考①】2010 年の景気動向 ～規模・業界・地域別～ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考②】2011 年の景気見通し ～規模・業界・地域別～ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

©TEIKOKU DATABANK, LTD. 2010
当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。報道
目的以外の利用につきましては、著作権法の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複製および無断引用を固く禁じます。 

【問い合わせ先】株式会社帝国データバンク 産業調査部 情報企画課 経済動向研究チーム 

担当：岡松・森・窪田・中村・笹本・鈴木 Tel：03-5775-3163 e-mail：keiki@mail.tdb.co.jp 

（構成比％、カッコ内社数）

回復局面 踊り場局面 悪化局面 分からない 合計

3.9 (432) 45.5 (4,985) 37.6 (4,117) 12.9 (1,414) 100.0 (10,948)

3.6 (95) 50.4 (1,313) 33.0 (859) 13.0 (338) 100.0 (2,605)

4.0 (337) 44.0 (3,672) 39.1 (3,258) 12.9 (1,076) 100.0 (8,343)

小規模企業 3.0 (70) 37.3 (880) 46.3 (1,093) 13.4 (317) 100.0 (2,360)

2.4 (1) 42.9 (18) 31.0 (13) 23.8 (10) 100.0 (42)

5.0 (7) 42.4 (59) 30.2 (42) 22.3 (31) 100.0 (139)

1.7 (26) 38.3 (575) 47.4 (713) 12.6 (189) 100.0 (1,503)

3.9 (11) 47.0 (132) 36.7 (103) 12.5 (35) 100.0 (281)

5.3 (165) 47.6 (1,474) 34.2 (1,061) 12.9 (399) 100.0 (3,099)

4.4 (151) 45.9 (1,570) 37.1 (1,270) 12.5 (428) 100.0 (3,419)

2.3 (11) 41.0 (193) 44.6 (210) 12.1 (57) 100.0 (471)

2.7 (11) 50.1 (204) 32.4 (132) 14.7 (60) 100.0 (407)

3.1 (48) 48.0 (747) 36.3 (565) 12.7 (197) 100.0 (1,557)

3.3 (1) 43.3 (13) 26.7 (8) 26.7 (8) 100.0 (30)

1.6 (9) 38.0 (217) 46.9 (268) 13.5 (77) 100.0 (571)

3.0 (20) 38.1 (252) 44.6 (295) 14.2 (94) 100.0 (661)

3.7 (26) 44.2 (308) 39.6 (276) 12.5 (87) 100.0 (697)

4.7 (170) 48.8 (1,775) 34.1 (1,242) 12.4 (450) 100.0 (3,637)

3.8 (20) 46.1 (243) 36.6 (193) 13.5 (71) 100.0 (527)

4.3 (51) 45.2 (537) 37.9 (450) 12.6 (149) 100.0 (1,187)

4.6 (83) 45.2 (810) 37.1 (666) 13.1 (235) 100.0 (1,794)

3.6 (25) 47.6 (331) 35.5 (247) 13.4 (93) 100.0 (696)

2.5 (9) 43.1 (152) 41.9 (148) 12.5 (44) 100.0 (353)

2.3 (19) 43.6 (360) 40.2 (332) 13.8 (114) 100.0 (825)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は、有効回答企業1万948社

中国

四国

九州

南関東

北陸

東海

近畿

その他

北海道

東北

北関東

卸売

小売

運輸・倉庫

サービス

金融

建設

不動産

製造

全体

大企業

農・林・水産

中小企業

（構成比％、カッコ内社数）

回復局面 踊り場局面 悪化局面 分からない 合計

9.2 (1,010) 34.5 (3,777) 33.9 (3,708) 22.4 (2,453) 100.0 (10,948)

9.4 (244) 37.2 (970) 29.4 (766) 24.0 (625) 100.0 (2,605)

9.2 (766) 33.6 (2,807) 35.3 (2,942) 21.9 (1,828) 100.0 (8,343)

小規模企業 7.7 (182) 29.4 (695) 40.4 (953) 22.5 (530) 100.0 (2,360)

2.4 (1) 35.7 (15) 26.2 (11) 35.7 (15) 100.0 (42)

10.8 (15) 37.4 (52) 24.5 (34) 27.3 (38) 100.0 (139)

6.2 (93) 29.4 (442) 43.2 (649) 21.2 (319) 100.0 (1,503)

10.3 (29) 42.0 (118) 28.5 (80) 19.2 (54) 100.0 (281)

9.2 (286) 34.4 (1,067) 33.5 (1,038) 22.8 (708) 100.0 (3,099)

9.4 (320) 35.8 (1,224) 32.4 (1,109) 22.4 (766) 100.0 (3,419)

7.2 (34) 32.9 (155) 37.4 (176) 22.5 (106) 100.0 (471)

11.3 (46) 29.5 (120) 34.2 (139) 25.1 (102) 100.0 (407)

11.5 (179) 37.3 (580) 29.8 (464) 21.5 (334) 100.0 (1,557)

23.3 (7) 13.3 (4) 26.7 (8) 36.7 (11) 100.0 (30)

6.5 (37) 27.3 (156) 41.0 (234) 25.2 (144) 100.0 (571)

5.9 (39) 31.0 (205) 39.5 (261) 23.6 (156) 100.0 (661)

7.6 (53) 31.7 (221) 40.0 (279) 20.7 (144) 100.0 (697)

11.4 (414) 37.2 (1,352) 29.7 (1,081) 21.7 (790) 100.0 (3,637)

8.5 (45) 31.7 (167) 36.2 (191) 23.5 (124) 100.0 (527)

8.9 (106) 33.9 (402) 35.2 (418) 22.0 (261) 100.0 (1,187)

9.6 (172) 35.7 (641) 31.6 (567) 23.1 (414) 100.0 (1,794)

7.2 (50) 33.6 (234) 35.9 (250) 23.3 (162) 100.0 (696)

7.6 (27) 33.7 (119) 38.8 (137) 19.8 (70) 100.0 (353)

8.1 (67) 33.9 (280) 35.2 (290) 22.8 (188) 100.0 (825)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は、有効回答企業1万948社

中国

四国

九州

南関東

北陸

東海

近畿

その他

北海道

東北

北関東

卸売

小売

運輸・倉庫

サービス

金融

建設

不動産

製造

全体

大企業

農・林・水産

中小企業


